
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5489

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

台 82 82 80

台 0 0 1 2 0 0 1 0 1 2

台 80 82 79 82 76 80 80 79 76 75 79 76

％ 75 81 75 88 75 92 75 75 75 75 75 75

台 1 1 2 3 2 3 4 4 5 7 2 5

千円 426 508 638 535 535 535 535

千円 426 508 528 535 535 535 535

千円 27,312 32,351 41,510 30,740 30,205 28,600 28,065

千円 7,647 9,287 9,541 11,991 11,991 11,991 11,991

千円 34,959 41,638 51,051 42,731 42,196 40,591 40,056

千円 0 0 0 0

千円 8,800 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 34,959 41,638 42,251 42,731 42,196 40,591 40,056

千円 34,959 41,638 51,051 42,731 42,196 40,591 40,056

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

公用車の調達及び運行管理事業

住民意向分析

　公用車台数の適正化を実施しているが、更なる効率的な運用を図ることで一層の経費
削減が求められている。また、車両を更新する際には安全・安心かつ省エネルギーに配
慮した車両への更新が求められることから、本事業の必要性は高いと思われる。

総務部 総務法務課

〇令和４年度は集中管理車両台数を３台削減の計画であったが、集中管理車両の稼働状況が新型コロナ
ウイルス感染拡大前の回復傾向にあったことから、廃車予定車両のうち１台を継続使用したことで集中
管理車両台数は80台であった。
〇集中管理車両の平均稼働率は目標値である75％を大きく超えている。これは施設予約システムを活用
して車両の空き状況をリアルタイムで確認し、当日使用しなくなった車両を他の使用希望所属に貸与で
きるよう、運用方法を改善したことによる。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

更なる集中管理による維持管理費等の経費削減及び各課の人件費の削減を図ると共に、
公用車を更新する際においては購入に加えリース方式導入、運用面では、新たな試みと
してカーシェアリングの利用の実施により、更なる管理台数の縮減と市民サービスの向
上について検討を行っていく必要がある。

2024年度（令和６年度）2023年度（令和５年度）

【事業費】
前年度に比べて9,159千円増加しているが、これは取得後
30年以上経過し車両本体の老朽化が著しく、また部品等の
製造が中止となっている既存バスを廃車し、新たに環境に
配慮したクリーンディーゼル車であるバスを購入により調
達したためによるものである。

基盤的取組：行政経営効率化　等
7.3

政策体系

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

ー

手段 意図（目的）

本庁内の公用車のうち、特殊車両及び所属占有の必要な車両以外の公用車を、共用車両として総務法務
課で集中管理する。

公用車を効率的に運用することで、公用車の台数削減及び維持管理費の削減を図る。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

今後周辺環境（予測）

適正な行財政運営の推進のため、公用車の効率的な運用が求められた。

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

集中管理車両台数

リース車両台数（累計）

集中管理車両平均稼働率

リース車両台数（単年度）

集中管理車両台数

適正な行財政運営の推進のため、更なる効率的運用が求められている。

まちづくり基本指針三次実施計画

単位指標名指標名

単位コスト（総コストから算出）

国・県支出金

受益者負担金（使用料、負担金等）

市債

単位コスト（所要一般財源から算出）

歳入計

歳出計（総事業費）

人件費

事業費

集中管理車両１台あたりのコスト

一般財源等

その他

集中管理車両１台あたりのコスト

　当該事業は、公用車の効率的運用と維持管理費の削減を目的として、公用車を
集中管理することで、公用車台数の適正化を図る事業である。
　令和４年度は、施設予約システムで車両の空き状況をリアルタイムで確認する
ことで効率的な運用に努め、車両平均稼働率は計画値を大きく上回っている。ま
た、安全装備付きのハイブリット車３台、EV軽自動車１台、クリーンディーゼル
車（バス）１台を導入するなど、省エネルギー車への更新を進めたところであ
る。
　今後においても、車両台数の適正化と併せ、効率的運用及び維持管理費削減、
環境に配慮した車両への更新を図るため、継続して事業を実施する。
　なお、さらに効率的に車両の管理を図るため、ＤＸ化も踏まえた管理手法を検
討していく必要がある。また、活動指標についても、適正に活動を把握できる指
標の追加を検討する必要がある。

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（有）

【人件費】
集中管理車両の稼働及び運転士による送迎が、新型コロナ
ウイルス感染拡大前の令和元年度並みの回復傾向により業
務量増加、また車両の運用を効率的に図るための対応とし
て、公用車集中管理事業に対する業務割合が増加したこと
で前年度に比べ254千円増加したが、車両の平均稼働率を
前年度に比べて４％上昇することができた。

一次評価コメント

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

代替事業（有）

２　公平性

○

令和４年度においてはリース車両の調達計画及び実績はなかったが、令和３年度に調達計画の１台に対し
２台調達していることで、累計実績値は累計計画値を１台上回る３台となっている。

継続

ニーズ（小）

○

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

継続

ニーズ（小）

二次評価コメント

代替事業（無）

４　活動指標
（活動達成度）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、公用車の効率的運用と維持管理費の削減を目的とし、公用車を集中管
理することで、公用車の台数の適正化を図るものである。
　令和４年度には安全装備付きのハイブリット車３台（軽自動車１台・小型貨物車２
台）、EV軽自動車１台、クリーンディーゼル車（バス）１台を導入したところであ
り、　また令和５年度は軽自動車40台のうちEV軽自動車30台をリース方式による更新
を計画していることから、車両の老朽化による修繕に要する費用等について縮減が見
込まれている。
　なお、引き続き購入とリース方式を併用した車両調達によって、省エネルギーで安
全・安心かつ低コストでの維持管理が可能な車両への更新の促進を図っていく。

ニーズ（大）

ニーズ（大）0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6344

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
5,833
3,770

5,592
3,635

5,279
3,572

件 26 24 23 23 21 21 20 20 20 20

回 15 13 14 12 14 12 12 12 12 12

世帯 - - - - - - - - - -

人 2,150 2,270 2,200 2,405 2,250 2,468 2,500 2,550 2,600 2,650 2,200 2,600

千円 1.5 1.6 1.2 1.7 1.7 1.8 1.8

千円 1.5 1.6 1.2 1.7 1.7 1.7 1.8

千円 396 402 284 691 681 671 661

千円 5,419 5,419 3,841 5,419 5,419 5,419 5,419

千円 5,815 5,821 4,125 6,110 6,100 6,090 6,080

千円 86 31 120 110 100 90

千円

千円

千円

千円 5,815 5,735 4,094 5,990 5,990 5,990 5,990

千円 5,815 5,821 4,125 6,110 6,100 6,090 6,080

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

　

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

4

4

【事業費】
　令和４年度は、原発避難者に対し、特例事務や独自支援
を継続したほか、本市からの自主避難者に対しては、情報
発信等を実施するとともに、福島県生活再建支援拠点や支
援団体との連携による全国的な支援を実施した。
　高速道路の無料措置証明書更新にかかる対象者の減によ
る郵券代の減。

【人件費】
高速道路の無料措置証明書更新にかかる対象者の減等によ
る作業時間の減による人件費の減。

一次評価コメント継続

総事業費（事業費・人件費）分析結果

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

〇市独自の支援事務。
　既存の支援は継続。
〇情報提供の回数
　毎月、自主避難者への本市情報提供を行う。
〇本市からの自主避難者終了数
　避難修了者は減少傾向にあるが、年々減少率は低くなっており、避難の長期化が見込まれる。

〇避難修了者数
　毎月、郡山市の現状についての情報提供や相談対応を行っていることにより、本市の帰還につながる
とともに、避難先での定住を希望する方も多いことから、県や避難先自治体、支援団体と連携し、避難
先での生活再建を支援することにより、避難終了の届け出に結びついている。

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳入計

活動指標分析結果 成果指標分析結果

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）
　国は令和13年まで復興庁の設置期間を延長し、令和3年度からの5年間を第2期復興・創
生期間と位置づけ、被災者支援（心のケア・コミュニティ形成等）や帰還・移住等の促
進、生活再建等を進めていくとしている。令和４年度には、国は高速道路の無料措置証
明書について更新制に切り替えし、福島県は新たに社会福祉協議会へ避難者支援コー
ディネーターを設置するなど、新たな動きもあった。今後も、国や県の動向等を注視
し、支援を継続する。
　原発避難住民は、対象者が令和５年３月１日の時点で5,279人おり、年々減少率が低く
なっているため、避難の長期化が見込まれる。
　また、自主避難住民については、令和５年４月現在で3,572名おり、引き続き情報提供
及び相談窓口を実施し、本市の情報を的確に伝えるとともに、国・県・避難先自治体等
と連携することで自主避難住民の健康で安心な避難生活の確保と帰還・自立支援の促進
を図る。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（大）

○

５　成果指標
（目的達成度）

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

○

二次評価コメント

　当該事業は、原発避難住民の原発避難者特例法に基づく特例事務・独自の支援
事務の情報提供及び自主避難住民の帰還等に向けた支援を行う事業である。
　令和４年度は、原発事故避難住民に対して21件の支援策を実施した。また、本
市からの自主避難住民に対し、広報こおりやまやイベント情報など、12回の情報
提供を行い、63人が自主避難を終了している。
　今後においても、長期避難住民の帰還や自立支援の促進を図るため、継続して
事業を実施する。
　なお、令和４年度末をもって、本市は汚染状況重点調査地域の指定が解除され
るとともに、令和４年度、国は高速道路の無料措置証明書について更新制に切り
替えし、福島県は新たに社会福祉協議会へ避難者支援コーディネーターを設置す
るなど、支援制度にも変更が見られていることから、今後も国や県、他自治体の
動向を注視しながら、支援のあり方を検討していく必要がある。

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

東京電力福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なくされた住民が帰還
できる日まで行政サービスの提供等の支援を行うため、原発避難者特例法が
平成23年８月に施行された。

帰還困難区域を除く避難指示区域について避難指示解除が進み、除染やイ
ンフラ整備も加速化される一方、避難先での復興公営住宅の整備も行われ
た。また、自主避難者については、福島県が避難者の多い全国26の地域に
「生活再建支援拠点」を設けるなど、全国的な体制を維持しながら支援を
継続している。

単位コスト（総コストから算出）自主避難者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 自主避難者１人あたりのコスト

事業費

成果指標① 本市からの自主避難終了者数

成果指標②

成果指標③

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

活動指標① 本市独自の支援事務

活動指標② 情報提供の回数

活動指標③ 戸別訪問の件数

対象指標
原発避難住民
自主避難住民

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 長期避難者等支援事業 総務部 総務法務課

手段 意図（目的）

○原発避難住民・原発避難者特例法に基づく特例事務・独自の支援事務
○自主避難住民・情報提供、避難者交流会への職員派遣、相談対応・母子避難者等に対する高速道路無料措置に係
る証明書発行・公営住宅優先入居に係る証明書発行・全国26ヶ所に設置されている「生活再建支援拠点」との連携
による支援

○原発避難住民　原発避難住民が故郷に帰還できる日までの間、本市で安心して生活していただく。
○自主避難住民　自主避難住民の帰還・自立支援の促進を図る。

基盤的取組：行政経営効率化　等
3.9/11.5

政策体系

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

ー
大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

引き続き、国、県、避難元自治体との協議などに積極的に参加し意見交換を行う。ま
た、自主避難住民に対しては、避難者交流会への職員派遣及び意向調査等により、意見
の収集に努める。

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

原発避難住民については、避難指示の解除に伴い、故郷に帰還する住民が徐々に増える
一方、放射線量に対する不安や生活環境がまだ整っていないとして避難生活が長期化す
る住民も多いことから、今後も継続的な支援が必要である。また、自主避難住民につい
ても、避難先での生活基盤が築かれ、避難先での生活の継続を希望する住民も多いこと
から、引き続き情報提供等を通して、安心して帰還できるよう若しくは避難先での自立
に向けての支援を行う。

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4940

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 3,408 3,455 3,456

人 1,840 2,326 2,245

人 7 9 6

% 80.0 89 80.0 89 80.0 90.2 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80

千円 19 17 20

千円 19 17 20

千円 19,851 24,241 29,767 38,363 38,363 38,363 38,363

千円 19,093 16,328 17,347 19,093 19,093 19,093 19,093

千円 38,944 40,569 47,114 57,456 57,456 57,456 57,456

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 38,944 40,569 47,114 57,456 57,456 57,456 57,456

千円 38,944 40,569 47,114 57,456 57,456 57,456 57,456

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

活動指標②

活動指標①

一般財源等

その他

実務研修派遣職員数（受入含む）

まちづくり基本指針三次実施計画

研修受講者１人あたりのコスト

総研修受講者数

郡山市職員数（会計年度任用職員も含む）

指標名

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）
単位

　少子高齢化や人口減少社会のさらなる進展、気候変動による予見困難な自然災害の発生が予想
される現状下、市民の行政に対するニーズは今後ますます複雑化・多様化することが予想される
ため、職員一人ひとりの資質の向上と意識改革により、行政課題の解決能力を向上させる必要が
ある。
　このような取り組みは、本市のみならず、こおりやま広域圏の市町村においても共通する課題
であると予想されることから、広域圏全体の職員レベルを向上させる取り組みが求められる。

今後周辺環境（予測）

人材育成推進事業

住民意向分析

　新型コロナウイルス感染症や自然災害への対応、さらには社会経済情勢の変化や地方
創生への対応など、職員に求められる資質や能力もさらに高度化・専門化していく必要
があることから、自ら考え判断し、課題解決のため積極的に行動できる職員や３Ｓ（Ｓ
mile・Ｓpeed・Ｓmart）を備えた職員の育成が求められている。

総務部 人事課

現状周辺環境

〇

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

手段

まちづくり基本指針四次実施計画

2024年度（令和６年度）

17.14

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大や気候変動に起因する自然災害の発生な
ど本市を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中、市民ニーズも複雑化・多様
化し、これまで以上にきめ細かい行政サービスの提供やコスト意識の向上が求め
られている。
　また、市民の視点に立った行政経営に資する人材育成に加え、働き方改革への
対応を含めた業務カイゼン意識の向上、さらには女性職員の活躍推進や円滑な人
事評価の運用が求められている。

まちづくり基本指針

2023年度（令和５年度）

　職員の能力向上はもとより、女性の活躍推進や技術職員の専門性の高度化など、現在の多様化・複雑化する行政
課題・市民ニーズに対応できる人材の育成を図る。
　また、人事評価の実施により、職員の能力及び業績に基づく人材育成を推進するとともに、適正な人事管理の徹
底を図る。

意図（目的）

　郡山市人財育成基本方針に基づき、階層別や専門研修のほか、自己啓発や派遣研修等を実施し、地方公務員とし
ての資質向上を図る。
　また、全職員を対象とした人事評価制度の円滑な運用を図るため、被評価者、評価者研修を実施する。

歳出計（総事業費）

人件費

事業費

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

政策体系

基盤的取組：行政経営効率化　等

事業開始時周辺環境（背景）

市債

成果指標③

大綱（取組）

指標名

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

成果指標②

　職員の事務ミス防止について、チェック体制の確立など組織的な対策が求
められているため、係員対象、管理職対象に分けて、事務ミス対処方法やリ
スクの予防策等の研修を実施した。

対象指標

成果指標①

活動指標③

研修受講者１人あたりのコスト

歳入計

研修参加満足度

　当該事業は、郡山市人財育成基本方針に基づき、階層別研修・専門研修・
自己啓発・派遣研修等を実施し、職員としての資質向上を図る事業である。
　令和４年度は、新型コロナ感染防止のため、前年度から引き続き大部分を
オンライン研修により実施したが、一部で集合研修を取り入れるなど、研修
内容に応じた手法を選択したことにより、受講者からは高い満足度を得た。
また、新たにDX化庁内カイゼン事例報告会を実施するなど、現在の行政課題
に合わせた研修内容の見直しを随時行っている。
　今後においても、各種研修を通じた資質の向上及び多様化・複雑化する行
政課題に対応できる人材の育成を進めるため、継続して事業を実施する。

【事業費】
 　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、派遣が
１年先送りになっていた受講者についてもふくしま自治研
修センター主催研修へ派遣したことや、自治大学校をはじ
めとした県外派遣研修への研修生派遣を再開したことか
ら、前年度と比較し事業費が増加した。

【人件費】
　令和３年度に引き続き、令和４年度も主にオンラインに
よる研修実施となる一方、より研修効果が見込まれるもの
については、従来の集合形式の研修に戻したことにより、
研修業務にかかる業務量がやや増加し、人件費が増加し
た。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　新型コロナウィルス感染症の感染防止や多様な働き方の推進等の観点から、引き続きオンラインを活
用する一方、研修効果が上がるものについては集合研修で実施も併用した結果、満足度は90.2％と高評
価を得た。
【参考】
　・階層別研修：実施件数＝17件　(内訳　集合7件、オンライン活用9件、在宅での自学研修1件）
　・専門研修　：実施件数＝19件 （内訳　集合3件、オンライン活用15件、テキスト掲示1件）

ニーズ（大）

二次評価コメント

○

○

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（大）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

継続

代替事業（有）

総事業費（事業費・人件費）分析結果成果指標分析結果

代替事業（有）

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止、本市におけるDXの推進、多
様な働き方を推進するため、人事課が主催する研修（階層別研修、専門研
修など）の大部分を令和３年度に引き続きオンライン研修により実施した
が、オンラインよりも対面の集合研修の方が研修効果が高いものについて
は集合研修として実施し、受講者からは、満足度90.2％と高評価を得た。
・当該事業は、本市を取り巻く急激な社会経済情勢の変化や複雑化・多様
化する市民ニーズに即座に対応できる高度なスキルを持った人材育成を図
るために欠かすことのできない事業であるため、今後も継続して実施した
い。

一次評価コメント継続

活動指標分析結果

３　効率性

２　公平性

　職員を対象とした研修については、これまで研修体系（階層別研修及び専門研修など）に基づき実施し
てきたところである。新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度は研修中止等が多かったが、
令和３年度からは、動画視聴、オンライン研修などの代替手法により研修を実施してきた。これにより令
和３年度、４年度の受講者数は年度間の多少の増減はあるものの、令和２年度に比較し大幅に増加してい
る。

代替事業（無）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1340

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

件 16 16 20 36 26 34 30 30 30 30

部 130,000 130,000 0 0 50,000 20,000 0 0 0 0

回 1 2 1 0 1 0 1 1 1 1

部 109,449 0 5,000 112,389 9,000 4,100 9,000 9,000 9,000 9,000 5,000 9,000

件 270 270 290 306 297 340 327 357 387 417 290 387

％ 62 61.8 67 69.7 65 77.2 71 77 83 83 67 88

千円 0.079 0.071 0.079 0.086 0.086 0.086 0.086

千円 0.079 0.071 0.079 0.086 0.086 0.086 0.086

千円 18,751 17,242 18,679 24,806 24,806 24,586 24,586

千円 7,462 5,918 6,902 7,462 7,462 7,462 7,462

千円 26,213 23,160 25,581 32,268 32,268 32,048 32,048

千円 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0

千円 26,213 23,160 25,581 32,268 32,268 32,048 32,048

千円 26,213 23,160 25,581 32,268 32,268 32,048 32,048

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

4

ニーズ（小）

ニーズ（小） ニーズ（大）

二次評価コメント

○

【指標の増・減の原因・理由等】
・わが家の防災ハンドブックは、令和３年度に全戸配布を行ったため令和４年度については転入者を中心に配布し
たことにより配布数が減少した。
・避難場所表示看板の整備として、新規情報への張替を前倒しで実施したことから、整備率は向上した。
【事業成果への影響とその対策等】
・次年度以降も引き続き、わが家の防災ハンドブックの配布部数及び避難場所表示看板整備率を増加させ、防災意
識の高揚や避難情報の提供を促進する。

○

継続

継続

代替事業（有）
次年度も引き続き、わが家の防災ハンドブックの配布により、避難情報等の防災
情報の周知を図るとともに、日本海溝・千島海港周辺海溝型地震防災対策などを
踏まえ地域防災計画を改訂し、防災体制の強化を図る。
また、防災力の向上に向け、避難場所表示看板の整備促進を図っていく。

成果指標分析結果

【事業費】
【前年度比較(主な事業)】
・地域防災計画の印刷製本費の皆減
・防災ハンドブックの印刷製本費の増

代替事業（有）

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2024年度（令和６年度）

受益者負担金（使用料、負担金等）

市債

代替事業（無）

ニーズ（大）

活動指標分析結果

【人件費】
【コスト増加理由】
・要配慮者利用施設における避難確保計画の策定推進に伴
う作業や地域防災計画改訂に係る事務の増加

一次評価コメント

１　規模・方法の妥当性

総事業費（事業費・人件費）分析結果

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

・災害発生時等の迅速・円滑な体制を整備する。
・市民の防災意識の高揚を図る。
・災害発生時の初動体制を整備する。

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

2誰もが安心して快適に暮らせるまち

今後も気候変動による大雨、洪水の発生頻度が増加すると予想されており、これまでの
想定を超える気象災害が頻繁に生じる時代に入っていることから、ICTフル活用によるDX
の推進、バックキャスティングの手法による「気候変動対応型」の防災対策のほか、こ
おりやま広域連携中枢都市圏と連携した課題解決等をもって「気候変動対応型SDGs未来
都市」の実現を目指す。

今後周辺環境（予測）

まちづくり基本指針

2022年度（令和４年度）

わが家の防災ハンドブックの作成部数

2023年度（令和５年度）

対象指標

避難場所表示看板整備数（累計）

国・県支出金

単位コスト（所要一般財源から算出）

歳出計（総事業費）

人件費

事業費

地域防災充実事業

住民意向分析

情報を取得する手段や避難場所等について関心が高く、市民の生命、財産への被害を最
小限に止めるため、適切な避難情報の提供、災害発生時の対応体制・整備が求められて
いる。

総務部 防災危機管理課

現状周辺環境

○

市民１人あたりのコスト

避難場所表示看板整備率

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

政策体系

大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景）

まちづくり基本指針七次実施計画

成果指標①

活動指標③

手段 意図（目的）

・防災会議を開催する。
・防災ハンドブックを作成・配布する。
・避難場所看板の設置・塗替えをする。

単位コスト（総コストから算出）

令和元年東日本台風や近年の複雑化・大規模化する自然災害を踏まえ、
「気候変動」を前提とした社会システムの構築、さらには、世界共通の目
標であり、郡山市すべての施策の基本と位置付けるSDGsの目標（ゴール）
13「気候変動に具体的な対策を」の実現に向ける必要がある。

歳入計

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、災害発生時等の迅速・円滑な体制整備と市民の防災意識の向上を
図るため、防災会議による地域防災計画の改訂、市民向け防災ハンドブックの作
成、避難場所表示看板の設置等を実施する事業である。
　令和４年度は、「わが家の防災ハンドブック」について、必要な方への配布を
適宜行った。配布部数が減少しているのは、令和３年度に全戸配布を行ったため
である。また、避難所看板については、計画以上の新設や張替を実施し、多言語
化やピクトグラム表示を行い、適切な避難情報の提供に努めたところである。
　今後においても、地域防災計画の改訂を行いながら、継続して事業を実施す
る。
　なお、避難場所表示看板については、河川課の避難案内看板設置事業と連携を
図りながら、整備を進めていく必要がある。

11.5/11.b/13
.1

地震、浸水等の局地的災害に対応するため、計画的な総合防災行政の推進の
必要性が求められた。

【指標の増・減の原因・理由等】
・避難所表示の新設に加え、表示板の新規情報への張替の進捗により、整備数は増加した。
【事業成果への影響とその対策等】
・わが家の防災ハンドブックをはじめ、市防災ウエブサイト等の多様な手段を活用し、防災情報等の周知を図る。

成果指標③

成果指標②

防災計画の改訂数

単位

避難場所表示看板整備数（単年）

市民

活動指標②

活動指標①

指標名

市民１人あたりのコスト

わが家の防災ハンドブックの配布部数

一般財源等

その他

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1380

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

地区 15 15

台 8 8 14 10 8 8 8 6 6 9

基 20 6 20 10 20 9 10 10 10 10

件 1 2 2 2 2 1 1 3 3 2

台 324 323 322 322 323 320 319 319 319 317 322 319

基 4,092 4,066 4,112 4,076 4,130 4,085 4,140 4,150 4,160 4,170 4,110 4,160

％ 77.8 77.8 79.0 79.0 80.3 80.3 82.1 84.0 86.0 88.6 79.0 86.0

千円 10,755 12,292 9,181

千円 3,768 5,312 4,627

千円 156,793 180,703 133,567 145,353 206,219 215,207 216,972

千円 4,529 3,670 4,144 3,670 3,670 3,670 3,670

千円 161,322 184,373 137,711 149,023 209,889 218,877 220,642

千円

千円 104,800 104,700 68,312 66,486 134,101 134,101 109,362

千円

千円

千円 56,522 79,673 69,399 82,537 75,788 84,776 111,280

千円 161,322 184,373 137,711 149,023 209,889 218,877 220,642

実計区分 評価結果 拡充 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

3

4

１　規模・方法の妥当性

国・県支出金

事業費

歳出計（総事業費）

人件費

一般財源等

歳入計

・消防車庫詰所は、消防団再編計画に基づき湖南２－１（荒町・古町）を統廃合して１棟新築した。
・消防車両等の更新は、計画に基づきポンプ車２台、積載車４台、小型動力ポンプ２台を更新した。
・消防水利の整備は、地域の実情と必要性に応じ消火栓９基を新設した。
・消防団の装備充実のため、防火衣及び防火長靴を88着ずつ購入した。

１　規模・方法の妥当性

市債

活動指標分析結果

指標名

その他

指標名

１地区あたりのコスト単位コスト（総コストから算出）

各施設更新対象地区

成果指標②

成果指標①

　消防団の装備充実並びに消防水利施設の増強を進めるとともに、団員減少による消防体制の低下を防
ぐため、隣接配置されている車庫詰所の統廃合を行い、本市の消防力の整備を図る。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

代替事業（有）

今後周辺環境（予測）

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

消火栓等設置数（延べ）

消防車両等の使用可能台数

消防車庫詰所の統廃合等件数

消防車両等更新台数

単位コスト（所要一般財源から算出） １地区あたりのコスト

成果指標③

消火栓等新設基数

消防車庫詰所整備進捗率（目標詰所数　2030年度147か所）

受益者負担金（使用料、負担金等）

2023年度（令和５年度）

消防力整備事業

住民意向分析

総務部 防災危機管理課

現状周辺環境

―

・気候変動に伴い増大する自然災害リスクへの対応からも、地域の安全性確保の関心は
高まっており、市民の本事業への要望はますます強くなると思われる。
・少子高齢化や地域コミュニティ機能の低下等の要因により、地域防災の中核である消
防団員の確保が困難になると思われる。

・消防水利は未整備地区町内会長等からの要望がある。
・消防車庫詰所の統廃合に当たっては、地元町内会長等から自地域への設置、廃止車庫
詰所の払下げや、早期の改築要望等がある。
・多くの地域住民は消防団活動が地域の安全・防災に貢献していることを認識してい
る。

手段政策体系

大綱（取組） 11.5
13.1

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

2誰もが安心して快適に暮らせるまち

事業開始時周辺環境（背景）

・配置後20年経過の消防車両は、性能の衰えや故障が目立ち、活動に支障を
きたすおそれがある。
・消防水利が整備されていない地域の住民から、消防水利の設置を求められ
ている。
・局地的豪雨による河川の氾濫や土砂災害、火災発生に対応し、市民の生
命、身体、財産を保護するため地域防災力強化の重要性が増大している。

・消防車両の更新により円滑な消防活動が期待される。
・地域の安全安心が図られる消防水利の整備に対する要求は高い。
・「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」の施行に伴
い、消防団の装備の基準が改正され装備の充実が求められている。
・消防団員の減少、高齢化が進んでいる。

意図（目的）

・消防団再編計画に基づき、車両とポンプ等を更新する。・市内の消防水利未整備地域に、地域の実情
と必要性に応じ、消防水利を整備する。・消防団再編計画に基づき、老朽化した車庫詰所について、班
の統廃合を考慮し、地元同意を得た箇所から整備を進める。

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

ニーズ（小）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

単位
2020年度（令和２年度）

○

○

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

　市内15地区の消防車両等の更新及び消防水利の設置は、消防車両整備計画や地
区要望等に基づき概ね計画どおり実施できた。
　地域防災の中核を担う消防団の装備等を充実強化することにより、気候変動に
伴う自然災害リスクへの対応をはじめ、地域防災力の向上に寄与することから継
続して事業を実施する。

二次評価コメント継続

成果指標分析結果

・消防車両等の更新については計画どおり整備され、消防体制の強化と消防力の整備が図られた。
・消火栓等の新設については、事業費に合わせた消火栓の設置となった。
・消防車庫詰所の統廃合は、地元同意が得られた案件から計画的に統廃合を進めていく。

ニーズ（小）

【事業費】
【前年度比較（主な事業）】
・消防車両等更新事業（▲19,019千円）
・統合車庫詰所建設事業（▲31,814千円）

・消火栓新設事業（+44千円）

・装備品配備事業（+3,652千円）

【人件費】
【増加理由】
・消防団の装備品に係る事務の増加

一次評価コメント

代替事業（有）

ニーズ（大）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、消防力の整備を図るため、市内15地区の消防車庫詰所や消防車
両、消火栓等をそれぞれ計画的に更新し、消防団の装備充実並びに消防水利施設
の増強を進める事業である。
　令和４年度は、ポンプ車２台、積載車４台、小型動力ポンプ２台の更新を実施
するとともに、消火栓を９基新設するなど、消防団の装備等の充実強化を図っ
た。また、湖南町の消防車庫詰所を統廃合して１棟新築し、郡山市消防団再編計
画に沿った整備が進められたところである
　今後においても、気候変動に伴う自然災害リスクへの対応をはじめ、地域防災
力の向上を図るため、継続して事業を実施する。
　なお、整備により得られた成果を的確に把握するため、適正な成果指標の設定
について検討する必要がある。

代替事業（無）

まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画

ニーズ（大）

2024年度（令和６年度）

継続

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1410

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

食 6,080 19,217 5,000 5,060 5,000 7,500 5,000 5,000 5,000 5,000

回 15 17 20 29 20 29 20 20 20 20

団体 2 10 2 10 2 1 2 2 2 2

食 30,000 46,020 30,000 45,255 30,000 45,610 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

人 300 628 800 1,488 800 1,570 800 800 800 800 800 800

団体 125 132 134 139 136 140 138 140 142 144 127 127

千円 0.60 0.52 0.32 0.49 0.49 0.49 0.49

千円 0.60 0.15 0.26 0.49 0.49 0.49 0.49

千円 58,696 19,391 8,854 9,300 9,300 9,300 9,300

千円 5,496 4,312 5,788 5,496 5,496 5,496 5,496

千円 64,192 23,703 14,642 14,796 14,796 14,796 14,796

千円 2,405 2,892

千円 14,700

千円

千円

千円 64,192 6,598 11,750 14,796 14,796 14,796 14,796

千円 64,192 23,703 14,642 14,796 14,796 14,796 14,796

実計区分 評価結果 拡充 拡充 拡充 継続 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

代替事業（無）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画経常事業 二次評価コメント

代替事業（有）
　当該事業は、災害発生時に迅速かつ確実に備蓄品を配布することを目的に、計
画的に備蓄品の更新等を行うとともに、民間事業者等との災害応援協定により、
応急資材や生活必需品等の流通在庫備蓄の確保を図っている。また、各家庭での
備蓄促進のため、出前講座等による啓発を行う事業である。
　令和４年度は、昨年度に引き続き東日本台風の対応を踏まえた、備蓄品の計画
的かつ継続的な配備を実施したところである。
　災害時用備蓄品の配備は、災害対策基本法第34条に基づく防災基本計画に定め
られているものであり、複雑化・大規模化の傾向にある災害に備えた備蓄品の配
備は本市において必要不可欠であり、経常的に実施していく必要があることか
ら、今後はマネジメントサイクルによらず事業を実施する。
　なお、家庭における備蓄品の準備促進のための啓発活動については、「防災啓
発事業」により実施するものとする。

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

○
ニーズ（大）

ニーズ（大）

ニーズ（小）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

【指標の増・減の原因・理由】
・東日本台風の対応を踏まえた、備蓄品の計画的かつ継続的な配備を図っている。（令和5年3月31日時点　アルファ米等
22,650食、クラッカー22,960食）
・出前講座について、新型コロナウイルス感染症により中止となる申込講座があったものの、防災危機専門官が講座内容の充
実やリモート講座を開催したことにより、受講者が増加し計画値を上回った。
・備蓄品の拡充に併せ、災害時等における支援物資の保管等の協力にかかる協定を締結するなど計画値を上回った。

一次評価コメント

成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

○

継続

代替事業（有）
　複雑化・大規模化の傾向にある各種災害に対し、備蓄食糧を含む非常用備蓄品
の充実に加え、新型コロナウイルス感染症などの感染対策状況も踏まえ、備蓄品
の拡充整備、さらには、円滑かつ迅速な避難所への必要物品の配置などにより、
安心して避難できる環境の構築を図るとともに、民間活力を最大限活用し、避難
所体制の拡充や流通備蓄の確保体制を図る災害協定の締結を推進する必要があ
る。

災害時用備蓄品の配備及び更新を行うとともに、家庭における備蓄品の啓発や民間流通業者と応急資機
材、生活必需品等の災害応援協定を締結する。

・災害時用備蓄品を各行政センターや小学校等に分散備蓄することで、市民への配布の利便性及び集中
備蓄のリスク分散を図る。
・啓発により家庭における備蓄品の準備を促進する。
・災害応援協定の締結により民間流通業者等の応急資機材や生活必需品の活用を推進する。

2024年度（令和６年度）

大規模災害時、被害が広範囲にわたった場合の備蓄品の運搬・配布について関係機関等
との連携強化が求められる。また、感染症対策などに対応する衛生用品の配備など状況
に合わせた対応が必要となる。

災害の際、飲食等が確保され、過ごしやすい環境のほか、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ等の感染症対策が
しっかりと整備された、安心して避難できる避難環境が求められている。

東日本大震災時のような燃料不足時及び避難場所が多数で広範囲にわたる
場合の備蓄品の運搬について課題がある。また、新型コロナウイルス感染
症禍においては、衛生用品等の備蓄も必要となる。

備蓄食糧の購入数

きらめき出前講座実施回数

市民

事業開始時周辺環境（背景）

大綱（取組）

2023年度（令和５年度）
単位

今後周辺環境（予測）

備蓄食糧１食あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 備蓄食糧１食あたりのコスト

【指標の増・減の原因・理由】
・東日本台風の対応を踏まえた、備蓄品の計画的かつ継続的な配備を図っている。
・出前講座では、新型コロナウイルス感染症により中止となる申込講座があったものの、防災危機専門官が講座内容
の充実やリモート講座を開催したことにより、受講者数が増加し計画値を上回った。
・備蓄品の拡充に併せ、計画値を下回ったものの、災害時等における支援物資の保管等の協力にかかる協定を締結し
た。

【事業費】
・円滑な避難対応を図るため、感染症対策備蓄品や避難所環境向
上を図る物品の購入を図ったことから、消耗品費は増加したが、
令和３年度は備蓄倉庫２箇所整備による工事請負費があったこと
から、全体として令和４年度の事業費は大きく減少した。

【人件費】
・備蓄品の拡充整備及び適正な数量確認等により人件費が
増加した。

災害時用備蓄品整備事業

住民意向分析

総務部 防災危機管理課

現状周辺環境

○

指標名

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

手段 意図（目的）

まちづくり基本指針三次実施計画

政策体系

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

人件費

国・県支出金

歳入計

活動指標②

一般財源等

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

きらめき出前講座受講者数

備蓄食糧の配備数

災害応援協定締結団体数（単年度）

単位コスト（総コストから算出）

2誰もが安心して快適に暮らせるまち

11.5/11.b/13
.1

指標名

災害時に備蓄品の迅速な運搬を行うため、市内各所に分散備蓄を行った。

活動指標①

歳出計（総事業費）

対象指標

災害応援協定締結団体数（累計）

事業費

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1430

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402

人 2,600 4,269 2,800 4,912 3,000 5,030 3,200 3,400 3,600 3,800

人 2,800 6,241 3,000 7,158 3,200 7,625 3,400 3,600 3,800 4,000

件 7,000 5,691 7,000 9,741 7,000 13,685 7,000 7,000 7,000 7,000

人 5,400 10,510 5,800 12,070 6,200 12,655 6,600 7,000 7,400 7,800 5,800 7,400

数 50 588 50 482 50 286 50 50 50 50 50 50

回 85,000 58,852 85,000 43,377 85,000 58,945 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000

千円 0.008 0.013 0.028 0.26 0.14 0.13 0.12

千円 0.008 0.007 0.021 0.26 0.14 0.13 0.12

千円 46,034 72,363 96,714 81,103 41,103 41,103 41,103

千円 4,439 3,170 4,399 6,157 6,157 6,157 6,157

千円 50,473 75,533 101,113 87,260 47,260 47,260 47,260

千円

千円 900 37,000 20,200 0 0 0 0

千円

千円

千円 49,573 38,533 76,514 87,260 47,260 47,260 47,260

千円 50,473 75,533 101,113 87,260 47,260 47,260 47,260

実計区分 評価結果 継続 継続 拡充 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

継続

一次評価コメント

【事業費】
【前年度比較（主な事業）】（+24,351千円）
・災害等の情報発信に伴う防災情報伝達システムの機器更新や、防災
行政無線屋外拡声子局の新設、更には、情報取得が難しい情報弱者へ
の自動電話架電によるプッシュ型の避難情報等の連絡方法整備など、
情報配信力の強化を図り、防災力の向上に努めた。

【人件費】
【コスト増加理由】
・防災情報伝達システムの機器更新等や情報取得が難しい情報弱者へ
の自動電話架電によるプッシュ型の避難情報等の連絡方法整備などに
より増加した。

こおりやま減災プロジェクトへのアクセス数

災害情報提供回数

災害情報提供者数（メールマガジン・Twitter・Facebookの合計）

二次評価コメント

単位コスト（総コストから算出）のべ情報提供１回あたりのコスト ※のべ情報提供＝情報提供者数×情報提供回数

単位コスト（所要一般財源から算出） のべ情報提供１回あたりのコスト　※のべ情報提供＝情報提供者数×情報提供回数

【指標の増・減の原因・理由】
・メールマガジン・Twitter・Facebookの配信登録者については、毎年チラシや市広報などにより周知、登録促進を図っており、近年多発化する
大雨や宮城県沖・福島県沖の地震などの災害に備えるため登録する人で毎年増加しており、計画値を上回る登録者数となっている。
【事業成果への影響とその対策等】
・メールマガジン・Twitter・Facebookの登録者数は増加しているが、市民324,586人の約3.9％であることから、引き続き登録に関する周知・
啓発を行うとともに、防災ウエブサイト、コミュニティFM,電話ガイダンス、災害対応アプリ等、多様な手段を用いて災害情報の確実な伝達に努
めていく。

人件費

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果
【指標の増・減の原因・理由】
・気象注意報や警報、更には注意喚起情報等の情報提供を行っているが、新型コロナウイルス感染者数の情報発信減少に伴い、情報提供回数
が減少した。
・線状降水帯の発生が多かったことから、天候の注目度が高まり、災害情報等のリポート数は増加した。
【事業成果への影響とその対策等】
・日頃からメールマガジン・Twitter・Facebook等多様な手段で各種情報を発信することで、災害時における迅速な情報の取得にもつなが
り、市民自らが当該情報を活用した安全かつ迅速な避難行動等を行うことにつながる。

２　公平性

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

歳出計（総事業費）

その他

単位指標名
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2024年度（令和６年度）

○

継続

代替事業（有）
防災行政無線、防災ウェブサイト、メールマガジン、TwitterなどのSNSを防災情
報伝達システムの配信システムの統合により、迅速かつ的確に災害情報等を配信
できる体制の強化し、多様化・多重化が図られた。引き続き、情報発信手段につ
いて周知啓発し、それぞれのSNSの登録について引き続き促進を図っていくほ
か、市民へ迅速に災害情報を配信できるよう更なるシステム機能の強化を実施し
ていく。

TwitterとFacebookの登録者数

総事業費（事業費・人件費）分析結果

災害時要援護者や土砂災害危険箇所住民をはじめ、市民の災害に対する警戒
や迅速な避難を促す情報の提供体制の整備が求められているほか、自助・共
助の力により、防災・減災を図るため、市民の防災意識の高揚が求められて
いる。

大綱（取組）

まちづくり基本指針

政策体系

事業開始時周辺環境（背景）

手段 意図（目的）

災害時は、防災行政無線や広報車の他にも、複数の情報伝達手段が必要であり、ファックス・メール等
各種メディアによる災害時の情報連絡システムの導入・運用を行う。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

ファックス・メール等各種メディアにより、市民・自主防災組織・関係機関等へ災害情報を提供し、防
災・減災を図る。

近年はゲリラ豪雨や長期に渡る降雨などによる水害などこれまでの経験だ
けでは予期出来ぬ災害が発生している現状があり、令和元年東日本台風な
ど大型台風も日本列島を直撃しており、甚大な被害をもたらす事態が発生
している。

引続き温室効果ガスなどにより地球の温暖化等での異常気象や甚大な被害をもたらす台
風が発生する状況は、現在でも免れぬことから、気象などに関する様々な情報収集を行
い、市民へ情報発信を多様な伝達手段により、迅速かつきめ細やかな情報提供が求めら
れる。

今後周辺環境（予測）

防災情報発信事業

住民意向分析

市民が防災や減災に対応できるために、多様な情報伝達手段による迅速かつきめ細やか
な情報の提供が求められている。

総務部 防災危機管理課

現状周辺環境

ー
Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

2誰もが安心して快適に暮らせるまち

11.5
11.b
13.1

まちづくり基本指針七次実施計画

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

○

代替事業（有）１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、メールマガジンやTwitter・Facebook等のSNSを活用し、市民・自主防
災組織・関係機関等へ災害情報を提供し、防災・減災を図る事業である。
　令和４年度は、市民の防災意識の向上などにより、メールマガジン配信登録者や
SNS登録者が増加するとともに、こおりやま減災プロジェクトへの災害情報リポート
数についても昨年度を大きく上回る件数となった。
　　事業費については増加となっているが、これは防災行政無線屋外拡声子局新設
や、令和４年10月から運用を開始した、メールやSNSによる情報取得が困難な市民へ
の自動電話架電による避難所情報等の連絡方法整備など、情報配信力の強化を図った
ためである。
　今後においても、SNSやメールマガジンなど、より多くの登録を周知・啓発すると
ともに、提供情報の充実に努めながら、継続して事業を実施する。
　なお、メールやSNSによる情報取得が困難な市民への自動電話架電の周知等を行
い、登録者の増加に努める必要がある。

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

ニーズ（大）ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

一般財源等

成果指標②

歳入計

市債

事業費

市民

成果指標③

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

こおりやま減災プロジェクトへの災害情報等リポート数

配信登録者数（メールマガジン等）

2023年度（令和５年度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6224

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 326,402 324,586

団体 75 0 77 0 77 36 77 77 77 77

回 15 17 20 29 20 29 20 20 20 20

回 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1

人 5,000 0 5,000 0 5,000 240 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

人 300 628 800 1,488 800 1,570 800 800 800 800 300 300

人 1,000 0 1,000 0 1,000 0 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

千円 0.0 0.0 56.5 2.0 2.0 2.0 2.0

千円 0.0 0.0 56.5 2.0 2.0 2.0 2.0

千円 3,314 3,899 6,563 10,056 10,056 10,056 10,056

千円 3,785 4,312 7,000 4,911 4,911 4,911 4,911

千円 7,099 8,211 13,563 14,967 14,967 14,967 14,967

千円

千円

千円

千円

千円 7,099 8,211 13,563 14,967 14,967 14,967 14,967

千円 7,099 8,211 13,563 14,967 14,967 14,967 14,967

実計区分 評価結果 拡充 改善 拡充 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○ ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

3

活動指標分析結果

５　成果指標
（目的達成度）

活動指標①

対象指標

人件費

事業費

総合防災訓練参加者１人あたりのコスト

一般財源等

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

【指標の増・減の原因・理由】
・親子防災体験事業については、新型コロナウイルス感染症対策により実施しなかった。
・総合防災訓練については、新型コロナウイルス禍を踏まえ、参加団体を制限して実施した。
・出前講座については、新型コロナウイルス禍ではあったものの、防災危機専門官による講座内容の充実やリモート講座を開催したことにより
受講者数増え、計画値を上回った。
【事業成果への影響とその対策等】
・モバイルトイレを活用した実証実験並びに新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所開設運営訓練を実施した。（対象：郡山市、協定
締結避難所管理者）（参加人数夏季64人、冬季約110人）

きらめき出前講座受講者数

成果指標③

成果指標①

活動指標③

総合防災訓練参加団体数

市民

活動指標②

大規模化・多様化する災害への備えとして、災害対応能力の向上及び市民
の防災意識の高揚が必要である。

Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

2誰もが安心して快適に暮らせるまち

11.5
11.b
13.1

まちづくり基本指針

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

国・県支出金

歳入計

単位コスト（総コストから算出）総合防災訓練参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

成果指標②

総合防災訓練総参加者数(防災意識の高揚が図られた市民の数）

親子防災体験事業実施回数

歳出計（総事業費）

親子防災体験事業参加者数

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

政策体系

指標名

手段

きらめき出前講座実施回数

意図（目的）

総合防災訓練の実施、啓発用資料の作成配布、出前講座の実施、体験活動の実施など、応急対応訓練や
啓発事業を行う。

市民一人ひとりの災害対応能力の向上と防災意識を高める。

2024年度（令和６年度）

大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景）

災害が大規模化・多様化する中、市民一人ひとりの防災意識の高揚を図る必
要性が高まってきた。

代替事業（無）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

東日本大震災や東日本台風を経験したことにより、市民の防災意識はますます高くなる
ものと思われる。

今後周辺環境（予測）

防災啓発事業

住民意向分析

東日本大震災や東日本台風の発生を受け、市民の防災に対する関心が高まっており、多
様な防災訓練、具体的な情報の提供が求められている。

総務部 防災危機管理課

現状周辺環境

ー

指標名

まちづくり基本指針七次実施計画

成果指標分析結果

【指標の増・減の原因・理由】
・親子防災体験事業については、新型コロナウイルス感染症対策により実施しなかった。
・総合防災訓練については、新型コロナウイルス禍を踏まえ、参加団体を制限したことにより、参加者数は減少した。
・出前講座については、新型コロナウイルス禍ではあったものの、防災危機専門官による講座内容の充実やリモート講座を開催したことによ
り受講者数増え、計画値を上回った。
【事業成果への影響とその対策等】
・出前講座については、参加者数が計画値を上回る等、幅広い年代の市民に対し啓発が図られた。
・新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所開設訓練については、感染症拡大状況禍での災害対応力の向上が図られた。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、市民の災害対応能力向上や防災意識を高めるため、総合防災訓
練、出前講座等を実施する事業である。
　令和４年度は、新型コロナの影響により過去２年中止としていた総合防災訓練
を、参加団体を制限して実施するとともに、避難所開設・運営訓練では、
YouTubeでの配信を行い、市民の災害対応能力と防災意識の向上を図った。ま
た、出前講座については、学校、病院、公民館等様々な場所で実施し、防災危機
専門官による講座内容の充実やリモート講座の開催により、実施回数、受講者数
ともに計画値を上回った。
　度重なる災害の発生により市民の防災に対する関心は高まっており、新しい生
活様式に対応した災害対応が求められていることから、今後においても多様な訓
練、啓発事業を継続して実施する。
　なお、親子防災体験事業については、新型コロナの影響により３年連続で中止
となっていることから、状況に応じ障がい者や高齢者向けの実施や別の内容への
振り替え等、実施手法を検討していく必要がある。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

まちづくり基本指針三次実施計画

ニーズ（大）

ニーズ（大）

継続

代替事業（有）

代替事業（有）

複雑化・大規模化する各種災害対応に当たっては、公助のみならず、自助・共助
による取り組みが重要であり、市民一人ひとりの防災意識の高揚と、災害対応力
の向上を図るため、引き続き防災への啓発及び各種災害に即した体制構築のため
の訓練を実施する。

まちづくり基本指針四次実施計画

○

ニーズ（小）

ニーズ（小）
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【事業費】
総合防災訓練や新型コロナウイルス禍での避難所開設運営訓練、
防災士養成講座やモバイルトイレを活用した実証実験並びに車中
泊訓練等の実施により事業費は増加した。ただし、親子防災体験
事業は新型コロナウイルス感染症対策により実施でしなかった。

【人件費】
総合防災訓練や新型コロナウイルス禍での避難所開設運営訓練、
防災士養成講座やモバイルトイレを活用した実証実験並びに車中
泊訓練等の実施により増加。
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○

継続
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令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6078

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 3,953 4,063 4,109

業務 2 0 2 1 2 0 2 2 2 2

件 30 3 30 3 30 3 30 30 30 30

件 4 34 4 66 4 83 100 100 100 100

％ 10 9.85 10 9.86 10 9.65 10 10 10 10 10 10

時間 5,948,505 6,046,198 5,948,505 6,195,669 5,948,505 6,244,365 5,948,505 5,948,505 5,948,505 5,948,505 5,948,505 5,948,505

千円 195 138 55 286 215 286 215

千円 195 138 55 286 215 286 215

千円 0 2,079 99 2,720 264 2,720 264

千円 7,212 7,434 4,725 7,500 7,500 7,500 7,500

千円 7,212 9,513 4,824 10,220 7,764 10,220 7,764

千円

千円

千円

千円

千円 7,212 9,513 4,824 10,220 7,764 10,220 7,764

千円 7,212 9,513 4,824 10,220 7,764 10,220 7,764

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

3

4

継続

代替事業（有）

代替事業（有）

　当該事業は、業務プロセス再構築(BPR)を推進することで、効率的・効果的な業務実施
とともに、ワークライフバランスの推進と市民サービス向上を図る事業である。
　令和４年度のベンチマーキングについては、Ｒ３のテーマ「行政手続きのオンライン
化」に引き続き取り組むこととしたため、自治体間で比較・検討等は行わなかったが、
代替として、３テーマについての意見交換をオンライン会議で実施した。また、定型・
繰返し業務の自動化支援とその横展開を引き続き行い、全庁共通業務の割合は目標値で
ある10％以下を維持することができた。一方、総業務量は５年連続で増加していること
から、全庁共通業務の割合の削減のみならず、総業務量の削減に向け、より実務レベル
でのBPRの実践やRPA等のICTをフル活用したBPR策の検討が必要である。
　今後においても市民サービスの向上と業務効率化（タイパ・コスパ向上）を図るとと
もに、より一層の業務効率化を推進するため、継続して事業を実施する。

　「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」が策定さ
れ、「地方行政サービス改革の取組状況等」によりBPR（業務プロセス再
構築）の取組み状況が見える化、毎年度公表されている。また、働き方改
革関連法の施行により、時間外勤務時間が制限されており、働き方改革、
超過勤務時間削減等を推進する上でBPRは必要不可欠な取組みであること
から、本市においても検討・推進していく必要がある。

カイゼン運動によるBPR報告件数

総事業費（事業費・人件費）分析結果

業務プロセス再構築（BPR）推進事業

住民意向分析

　市民サービスについての市民の声等では、窓口業務の待ち時間短縮や人的資質に対す
る要望・意見が多い。また、新型コロナウイルス感染症防止の観点から、オンライン申
請や納付のキャッシュレス化に対する市民ニーズが高まっている。複数手続きのワンス
トップ化、一度提出した情報により事務を行うワンスオンリー化等、多様な住民ニーズ
を把握し、取扱業務の最適化や申請書類の簡素化等をBPR策の検討に反映させる必要があ
る。

総務部 行政マネジメント課

　令和４年度業務量調査の結果、全庁共通業務割合は9.65％となり、前年度と比較して0.21ポイント減少した。補
完的関係にある「各課固有業務」の割合が増加しており、各課施策の推進により、市民サービス向上が図られた。
これは、令和２年度に改訂した「郡山市STANDARD」の浸透とともに全庁共通業務にRPAの活用が図られてきたこと
等によるものと言える。なお、職員数は前年比46人増となっており、総業務量は前年度と比較して48,696時間増加
したが、職員一人当たりの業務量は減少している。
　R３　6,195,669÷4,063≒1,524.9
　R４　6,244,365÷4,109≒1,519.7

【事業費】
　令和３年度に実施した、「業務プロセス再構築（BPR）研修」
を令和４年度は実施しなかったため、事業費は減少した。

【人件費】
業務プロセス再構築（BPR）研修を実施しなかったため、人件費
は減少した。

一次評価コメント

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

手段 意図（目的）

　業務プロセス再構築のために、AI・RPA等のICTを活用した具体的な業務見直しや自治体間比較、アウ
トソーシングの検討、申請手続き等の簡素化等のカイゼン策の検討を行い、全庁共通業務及び各課固有
業務のカイゼン策の共有化を図り、具体的なサービス改善策に取り組む。

　市民の視点に立った行政サービスを提供するため、効率的・効果的な業務の実施により、市民満足度
の向上を図る。また、業務プロセス再構築を推進することでワークライフバランスの推進・サービスの
質の向上を図る。

2024年度（令和６年度）

継続

政策体系

〇
大綱（取組） 基盤的取組：行政経営効率化　等

歳入計

国・県支出金

受益者負担金（使用料、負担金等）

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

　骨太方針等により、行財政改革の観点（効率性等）からアウトソーシングの推進の必
要性は高まっており、働き方改革関連法やデジタル手続法の成立により、AI・RPAを活用
したより一層の業務改革や申請手続き等のオンライン化が推進される、また、人口減
少、少子高齢化社会の進展に伴い、職員数の減少が見込まれていることから、さらなる
業務プロセス再構築の推進と効率的な行政運営が必要となってくる。

今後周辺環境（予測）

指標名指標名

市債

単位コスト（所要一般財源から算出） BPR策１件あたりのコスト【活動指標②③】

2023年度（令和５年度）
単位

現状周辺環境

ニーズ（小）

17.14

　市民の視点に立った行政運営の一環として、職員の窓口における接遇応対
能力の向上が求められており、窓口に特化した「窓口サービスカイゼン事
業」を実施していたが、窓口サービスのカイゼンのみならず、すべての業務
の一体的なカイゼンを推進することで、一層のサービス向上が必要であった
ため、事業の拡充を図った。

事業開始時周辺環境（背景）

2022年度（令和４年度）

活動指標①

対象指標

ベンチマーキングへの参画対象業務

郡山市職員数（正職員・再任用職員・会計年度任用職員）

活動指標②

業務量調査における全庁共通業務割合【計画値以下】

ICTを活用したBPR数

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

総業務量【計画値以下】

２　公平性

○

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

ニーズ（大）

ニーズ（大）
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４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

　当該事業は、業務プロセス再構築(BPR)を推進することで、効率的・効果的な業務実施
とともに、ワークライフバランスの推進と市民サービス向上を図る事業である。
　令和４年度のベンチマーキングについては、Ｒ３のテーマ「行政手続きのオンライン
化」に引き続き取り組むこととしたため、自治体間で比較・検討等は行わなかったが、
代替として、３テーマについての意見交換をオンライン会議で実施した。また、定型・
繰返し業務の自動化支援とその横展開を引き続き行い、全庁共通業務の割合は目標値で
ある10％以下を維持することができた。一方、総業務量は５年連続で増加していること
から、全庁共通業務の割合の削減のみならず、総業務量の削減に向け、より実務レベル
でのBPRの実践やRPA等のICTをフル活用したBPR策の検討が必要である。
　今後においても市民サービスの向上と業務効率化（タイパ・コスパ向上）を図るとと
もに、より一層の業務効率化を推進するため、継続して事業を実施する。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

代替事業（無）

○

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

　「ベンチマーキング」は、Ｒ３のテーマ「行政手続きのオンライン化」について引き続き取り組むこととしたため、自治
体間で比較・検討等は行わなかった。代替として、「計画関係」「業務改革・改善（ＢＰＲ）」「行政手続のオンライン
化」の３テーマについての意見交換を実施した。
　「カイゼン運動によるBPR報告件数」は３件であり、合計で年間707時間の事務時間の削減につながった。
　「ICTを活用したBPR数」は、カイゼン運動の中で定型・繰返し業務について報告を依頼し、DX戦略課と連携しながら自動
化の支援を行ったことで、件数が大きく増加した。

５　成果指標
（目的達成度）

BPR策１件あたりのコスト【活動指標②③】

一般財源等

その他

歳出計（総事業費）

人件費

事業費

単位コスト（総コストから算出）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性
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